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各都道府県衛生主管部 (局 )長  殿  

 

 

厚生労働省健康局難病対策課長  

                 （ 公 印 省 略 ）   

 

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく特定医療の  

給付に係る公費負担者番号及び受給者番号の設定について  

 

 

今般、難病の患者に対する医療等に関する法律（平成 26 年法律第 50 号。

以下「法」という。）の施行に伴う特定医療の給付に係る公費負担者番号及

び受給者番号の設定を次のように定めたので、通知する。  

 

 

記  

 

 

１  公費負担者番号等の設定方法は以下のとおりとする。これにより都道府

県及び平成 30 年４月１日以降の指定都市ごとの番号（受給者番号を除く。）

の設定は、別紙１のとおりとなる。  

 

公費負担者番号  ①   ②   ③    ④  

公費負担者医療の受給者番号  ⑤       ④   

 

(１ )法別番号① (２桁 ) 

 特定医療の法別番号は「５４」であること。  

 

(２ )都道府県番号② (２桁 ) 



「保険者番号等の設定について（昭和 51 年８月７日保険発第 45 号・庁

保発第 34 号）」の別表２の番号とすること。（総務省採用の都道府県番号と同

様） 

(３ )実施機関番号③ (３桁 )  

ア  イに掲げる者以外のものについては、都道府県にあっては「６０１」

を、指定都市にあっては７００番台の番号を設定することとする。  

 

イ  生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第６条第１項に規定する被保護

者であって、医療保険各法の被保険者及び被扶養者以外のものについて

は、都道府県にあっては「６０２」を、指定都市にあっては８００番台

の番号を設定することとする。  

 

(４ )検証番号④ (１桁 ) 

次の方式により算定すること。  

ア  法別番号、都道府県番号及び実施機関番号の各数の末尾の桁を起点と

して順次２と１を乗じる。  

イ  アで算出した積の和を求める。ただし、積が２桁となる場合は、１桁

目と２桁目の数字の和とする。  

ウ  １０とイで算出した数字の下１桁の数との差を求める。これを検証番

号とする。ただし、イで算出した数字の１の位の数が０のときは検証番

号を０とする。  

 

例）  

     法  別  都道府県  実施機関  

 番  号  番   号  番   号  

     ５  ４  ０   １  ６  ０  １  

      × × ×  × × × × 

      ２   １  ２   １  ２  １  ２  

  （１＋０）＋４＋０＋１＋（１＋２）＋０＋２＝１１  

    １０－１＝９…検証番号  

     

(５ )受給者番号⑤ (７桁 ) 

ア  受給者番号は、疾病番号３桁、受給者区分３桁及び検証番号１桁の計

７桁の番号とすること。  

イ  疾病番号は、別紙２のとおりとすること。ただし、医療受給者証に疾

病番号を付することができない場合については、受給者区分を６桁とし、

実施機関ごとに任意で設定すること。  

ウ  受給者区分は、実施機関ごとに設定すること。  

エ  検証番号は、 (４ )と同様の方法により算出すること。  

 

２  実施の時期  

平成 27 年１月診療分（２月請求分）から実施すること。  

 

３  その他  



  本通知に定める法別番号については、法第５条第１項に規定する特定医

療に関する給付を対象に設定していることから、当該特定医療に関する給

付以外の医療費の給付を行うに当たってはこれを使用しないこと。  


